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藤沢市個人情報保護制度運営審議会答申第４４８号

２０１０年９月９日

（平成２２年）

藤沢市長 海老根 靖典 様

藤 沢 市 個 人 情 報 保 護 制 度

運営審議会会長 畠山 鬨之

国民健康保険の資格の取得及び喪失並びに給付に関する

ことに係るコンピュータ処理について（答申）

２０１０年８月２７日付けで諮問（第４４８号）された国民健康保険の資格の取

得及び喪失並びに給付に関することに係るコンピュータ処理について次のとおり答

申します。

１ 審議会の結論

藤沢市個人情報の保護に関する条例（平成１５年藤沢市条例第７号。以下「条

例」という。) 第１８条の規定によるコンピュータ処理を行うことは，「３ 審

議会の判断理由」に述べるところにより適当であると認められる。

２ 実施機関の説明要旨

実施機関の説明を総合すると，本事務の実施に当たりコンピュータ処理を行う

必要性は，次のとおりである。

(1) 諮問に至る経過

本市の国民健康保険の医療費のうち，調剤分については平成１９年度が５４

億１千万円，平成２０年度が５７億１千万，平成２１年度が６０億４千万円と

なっている。

年々増加する医療費を抑制し，患者負担の軽減と国民健康保険財政の改善を

図るため，平成２２年度は後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用を促進す

るための差額通知を実施したいと考えている。

ジェネリック医薬品とは先発医薬品の特許終了後に，先発医薬品と品質・有

効性・安全性が同等であるものとして厚生労働大臣が製造販売の承認を行って

いる医薬品であり，一般的に開発費用が安く抑えられることから，先発医薬品

と比べて薬価が低く設定されている。このため国は，平成１９年６月に「平成

２４年度までに後発医薬品の数量シェアを３０％以上にする」との目標をたて

た。
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しかしながら，現在のところ，後発医薬品の普及は諸外国に比べ進んでいな

い。諸外国の後発医薬品の使用状況を見ると，平成１９年のデータでは後発医

薬品の数量シェアは米国６７％，英国６２％，ドイツ５９％と使用が進んでい

るが，日本は平成２１年９月現在，２０．２％と諸外国に比べ普及が十分とは

言えない状況にある。

平成２１年１月には厚生労働省国民健康保険課長名で，「国民健康保険にお

ける後発医薬品の普及促進について」通知が出され，ジェネリック希望カード

の配布，ジェネリック医薬品を利用した場合の自己負担の軽減の周知など積極

的な取り組みを行うよう努めることなどとしている。

本市としては，平成２１年度より国保ハンドブックに「ジェネリック医薬品

希望カード」を印刷して，被保険者に配布しているところだが，今年度は先発

医薬品を後発医薬品に切り替えた場合の自己負担額の差額を被保険者へ直接通

知することにより，一層の使用促進の取り組みを行うことにした。

この差額通知を実施するにあたり，神奈川県国民健康保険団体連合会（国保

連）の後発医薬品促進情報ファイル（調剤データ等）と本市の被保険者情報フ

ァイル（住所データ等）でコンピュータ処理を行うため，藤沢市個人情報保護

制度運営審議会（以下「審議会」という。）に諮問するものである。

(2) コンピュータ処理の必要性について

ア 被保険者が保険薬局で調剤したレセプト件数は，平成２２年６月受診分で

約５万１千件，処方医薬品数は１８万２千点となっている。これら膨大な量

の医薬品のうち後発品に代替可能な医薬品を探して，先発品との差額を計算

するにはコンピュータによる処理が必要となる。

イ 上記処理により被保険者ごとに差額を計算した後，通知対象者を絞り込み，

各被保険者ごとに帳票を印刷し，住所地に郵送する必要がある。これも最終

的には約５千件程度と想定されるので，迅速かつ効率的に処理するにはコン

ピュータ処理が必要となる。

(3) コンピュータ処理の内容

ア 本市職員が，国保連から後発医薬品促進情報ファイルをＣＤ－Ｒで受け取

り，藤沢市国保システムからは郵送作業に必要な被保険者情報ファイルを作

成しＣＤ－Ｒに移し替える。

イ 上記２枚のＣＤ－Ｒを委託業者に渡し，ＩＳＭＳ認証を取得している特定

の作業所でデータ処理，印刷を行う。

抽出条件は生活習慣病や慢性疾患等で長期服用している医薬品が対象で，

がんや精神疾患の薬については送付しない。

ウ 委託業者は封入・封かん後，通知書等を保険年金課に納品し，貸与したＣ

Ｄ－Ｒは返却する。

(4) コンピュータ処理する個人情報項目

ア 国保連の後発医薬品促進情報に記載されている項目の全て
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(ｱ) 患 者 情 報 フ ァ イ ル 患者情報レコードを記録

(ｲ) 調剤 情 報 フ ァ イ ル 調剤情報レコードを記録

(ｳ) 医薬品情報ファイル 医薬品情報レコードを記録

イ 藤沢市国保システムで管理している次の項目

(ｱ）被保険者番号

(ｲ) 続柄コード

(ｳ) 氏名(漢字)

(ｴ) 氏名(カナ）

(ｵ) 性別

(ｶ) 生年月日

(ｷ) 郵便番号

(ｸ) 住所

(5) 安全対策について

ア 委託業者の安全対策

委託業者選定にあたっては，競争入札とするが，個人情報の保護を図るた

めの仕様を設定したうえで，データ運用の安全対策に対する証として，財団

法人日本情報処理開発協会認定によるプライバシーマーク及び情報セキュリ

ティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の認証を得ている業者とする。

委託契約では，本市「データの保護及び秘密の保持等に関する仕様書」，

「事業所の管理及び電子計算機等システムの運用に関する基準」を遵守する

よう契約書に明記し，個人情報を適切に管理するよう指導監督のうえ行う。

さらに仕様書では，印刷物及びデータの保管においては作業中を除き，施

錠のできる耐火式保管庫を用い管理を徹底するものとし，製造工程で発生す

る不要な紙媒体（ミスプリント）なども同様に施錠できる場所で管理し溶解

処分等の処置により漏洩しないようにする。

バックアップデータの保管についても，施錠のできる耐火式保管庫をもち

いるものとし，成果物納入後，５日以内に消去を行い，データが漏洩しない

よう万全を期するものとする。

作業用に作成されたＣＤ－Ｒは，成果物納品の際に返却させ，ＩＴ推進課

作成２００９年２月１７日付「記録媒体の取扱いについて」の規定に基づい

た取り扱いとする。

イ 日常的な安全対策

「藤沢市コンピュータシステム管理運営規程」を遵守する。

ウ 国保連の安全対策

国保連にも「神奈川県国民健康保険団体連合会個人情報保護規則」が制定さ

れており，個人情報の保護や適正な取り扱いに努めている。

(6) 実施年月日

２０１０年１２月頃
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(7) 提出資料

資料１ ジェネリック医薬品差額通知システムイメージ図

資料２ 平成２２年度版国保ハンドブック・ジェネリック医薬品希望カード

資料３ ジェネリック医薬品差額通知（案）

資料４ 後発医薬品促進情報のデータ仕様

資料５ 国民健康保険における後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及促進

について 厚生労働省国民健康保険課長通知

資料６ データの保護及び秘密の保持等に関する仕様書

資料７ 事業所の管理及び電子計算機等システムの運用に関する基準

資料８ 記録媒体の取り扱いについて

資料９ 国民健康保険法（抜粋）

資料10 神奈川県国民健康保険団体連合会個人情報保護規則

資料11 個人情報取扱事務届出書

３ 審議会の判断理由

当審議会は，次に述べる理由により，審議会の結論のとおりの判断をするもの

である。

(1) コンピュータ処理を行う必要性について

実施機関では，コンピュータ処理を行う必要性について，次のように述べて

いる。

ア 被保険者が保険薬局で調剤したレセプト件数は，平成２２年６月受診分で

約５万１千件，処方医薬品数は１８万２千点となっている。これら膨大な量

の医薬品のうち後発品に代替可能な医薬品を探して，先発品との差額を計算

するにはコンピュータによる処理が必要となる。

イ 上記処理により被保険者ごとに差額を計算した後，通知対象者を絞り込み，

各被保険者ごとに帳票を印刷し，住所地に郵送する必要がある。これも最終

的には約５千件程度と想定されるので，迅速かつ効率的に処理するにはコン

ピュータ処理が必要となる。

以上のことから判断すると，コンピュータ処理を行う必要性が認められる。

(2) 安全対策について

実施機関では，次の安全対策を講じている。

ア 委託業者の安全対策

委託業者選定にあたっては，競争入札とするが，個人情報の保護を図るた

めの仕様を設定したうえで，データ運用の安全対策に対する証として，財団

法人日本情報処理開発協会認定によるプライバシーマーク及び情報セキュリ

ティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の認証を得ている業者とする。

委託契約では，本市「データの保護及び秘密の保持等に関する仕様書」，

「事業所の管理及び電子計算機等システムの運用に関する基準」を遵守する
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よう契約書に明記し，個人情報を適切に管理するよう指導監督のうえ行う。

さらに仕様書では，印刷物及びデータの保管においては作業中を除き，施

錠のできる耐火式保管庫を用い管理を徹底するものとし，製造工程で発生す

る不要な紙媒体（ミスプリント）なども同様に施錠できる場所で管理し溶解

処分等の処置により漏洩しないようにする。

バックアップデータの保管についても，施錠のできる耐火式保管庫をもち

いるものとし，成果物納入後，５日以内に消去を行い，データが漏洩しない

よう万全を期するものとする。

作業用に作成されたＣＤ－Ｒは，成果物納品の際に返却させ，ＩＴ推進課

作成２００９年２月１７日付「記録媒体の取扱いについて」の規定に基づい

た取り扱いとする。

イ 日常的な安全対策

「藤沢市コンピュータシステム管理運営規程」を遵守する。

ウ 国保連の安全対策

国保連にも「神奈川県国民健康保険団体連合会個人情報保護規則」が制定さ

れており，個人情報の保護や適正な取り扱いに努めている。

以上のことから判断すると，安全対策上の措置が施されていると認めれる。

以上に述べたところにより，コンピュータ処理を行うことは適当であると認め

られる。ただし，実施機関は，業務委託契約を締結した後に，当該契約書及び被

保険者に対するジェネリック医薬品使用促進のための差額通知書について，審議

会に報告することを条件とするものである。

以 上


